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林業成長産業化促進対策事業実施要領 

 

平成２８年７月８日 

８林第 ４１５ 号 

改正  平成２９年１１月２８日 

９林第 ７４１ 号 

改正  平成３０年５月３１日 

３０林第４５７号 

改正  平成３０年７月３０日 

３０林第５９２号 

改正  令和３年３月３１日 

３ 林 第 １ ７ ４ 号 

改正  令和４年１月１８日 

４ 林 第 ２ １ 号 

改正  令和４年４月１９日 

４ 林 第 １ ９ ４ 号 

最終改正  令和５年６月２６日 

５ 林 第 ３ ７ １ 号 

 

 

（趣旨） 

第１ 林業成長産業化促進対策事業補助金交付要綱（昭和 56 年 10 月 21 日付け６林第

2085 号。以下「府要綱」という。）により補助金の交付を受けて実施する林業成長産

業化促進対策事業（以下「事業」という。）については、合板・製材・集成材国際競

争力強化・輸出促進対策交付金等交付要綱（平成 28 年 1 月 20 日付け 27 林整計第 232

号農林水産事務次官依命通知。）、国際競争力・木材供給基盤強化対策等実施要領（平

成 28 年 1 月 20 日付け 27 林整計第 237 号林野庁長官通知。）、国際競争力・木材供

給基盤強化対策等実施要領の運用について（平成 28 年 1 月 20 日付け 27 林整計第 238

号林野長官通知。以下「国 TPP運用」という。）、森林・林業・木材産業グリーン成

長総合対策補助金等交付等要綱（平成 30 年３月 30 日付け 29 林政政第 893 号農林水

産事務次官依命通知。）、林業・木材産業循環成長対策交付金実施要領（令和５年３

月 30 日付け４林政経第 899 号林野庁長官通知。以下「国循環成長対策実施要領」と

いう。）に定めるもののほか、この要領により実施するものとする。 

 

（事業内容及び採択基準） 

第２ 府要綱別表１に定める事業種目毎の内容と採択基準は別表１のとおりとする。 
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（補助金の算出） 

第３ 府要綱第２条に定める補助金の額は、別表２に定めるところにより算出するもの

とする。 

 

（事業実施計画） 

第４ 事業を実施しようとする者（以下「事業実施主体」という。）は、別記第１号様

式により年度別事業実施計画書を作成し、知事が別に定める期日までに提出するもの

とする。 

 

（予算の割当） 

第５ 知事は、第４により提出のあった事業実施計画（以下「事業実施計画」という。）

が別表１に掲げる採択基準を満たし、事業種目毎の事業量及び事業費等が適切に計上

されていると認めるときは、予算総額の範囲内で事業実施主体への予算の割当を行う

ものとする。 

 

（事業実施計画の変更） 

第６ 交付決定後に、事業実施計画の変更を申請する事業実施主体は、第４に準じて行

うものとし、知事の変更割当については第５に準じて行うものとする。 

 

（申請の委任） 

第７ 補助金の交付申請又は受領について、国 TPP運用の別表１のⅠの３のⅰの（２）

の③のウ又は国循環成長対策実施要領の別表２のⅠの１の１の（２）の⑥のイにより

事業主体の委任を受けて行う者（以下「代理申請者」という。）は次のとおり行うも

のとする。 

（１）代理申請者は、補助金を受領した場合には、速やかにこれを事業実施主体に交付

するものとし、みだりに支払いを遅延したり、他に流用することがないようにする

こと。 

（２）代理申請者は、受領した補助金を、知事が交付に当たって示した内訳に従い、全

額を事業実施主体に支払うものとする。 

 ただし、直接、事業に関係ある経費で、次に掲げる経費については、事業実施主

体の書面による承諾に基づき相殺することができるものとすること。 

ア 補助金事務取扱手数料 

イ 当該事業に使用した事業資材等の立替代金又は売払代金 

ウ 当該施行地の森林保険（国立研究開発法人森林研究・整備機構森林保険セン

ターが行うものをいう。）の加入に要する経費 
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エ 申請に係る事業実施主体が複数である場合の事業の実施に必要な経費の一

部であって、あらかじめ書面により各事業実施主体が負担することを合意して

いるもの 

（３）代理申請者は、（２）のアの補助金事務取扱手数料として、補助金交付申請書（添

付書類を含む。）の作成及び提出並びに補助金の受領その他の補助金の交付関係事

務の処理に必要な実費に限り、事業実施主体から支払いを受けることができるもの

とする。 

 

（事業の着手） 

第８ 事業実施主体の事業着手は、補助金の交付決定日以降とする。ただし、やむを得

ない事情があり、事業計画を提出し、事業費の割当を受け、補助金の交付決定前に事

業の着手を行おうとする場合は、着手を予定する日の１週間前までに別記第２号様式

により知事に提出するものとする。 

 

（検査） 

第９ 規則第 14 条第１項に規定する現地調査等は、森林整備事業検査要領（昭和 49 年

６月 24 日付け９林第 494 号。以下「検査要領」という。）の検査に準じて行うこと

とする。ただし、検査要領の第５条による検査調書については、別記第３号様式を用

いることとする。 

２ １の規定に関わらず、別表１の１の間伐対策事業（TPP型）の項に定める（４）高

性能林業機械等の整備（素材生産型又は造林保育型）、同表の２の間伐対策事業（林

業・木材産業循環成長対策型）の項に定める（３）林業機械作業システム整備（素材

生産型又は造林保育型）及び同表の４の効率化施設整備については、林業・木材産業

等振興施設整備交付金事業検査実施要領（昭和 57 年６月 21 日付け７林第 1157 号)の

検査に準じて行うこととする。 

 

（事業の推進） 

第 10 知事は、事業の円滑かつ適正な推進を図るため、事業推進体制を整備するとと

もに、市町村長に必要な助言を求めるなど、市町村及び関係団体と密接に連携し、普

及、啓発、指導に当たるものとする。 

 

（書類の提出） 

第 11 この要領により知事に提出する書類は、特に定めるもののほか正本１部とし、

事業実施地域を所轄する広域振興局の長（京都市、長岡京市、向日市及び大山崎町に

あっては京都林務事務所長）に提出するものとする。 
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（その他） 

第 12 この要領に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、知事が別に定

めるものとする。 

 

   附則（平成 29 年 11 月 28 日９林第 741 号） 

 改正後の本要領は、平成 29 年度事業から適用する。 

   附則（平成 30 年５月 31 日 30 林第 457 号） 

 改正後の本要領は、平成 30 年度事業から適用する。 

   附則（平成 30 年７月 30 日 30 林第 592 号） 

 改正後の本要領は、平成 30 年度事業から適用する。 

   附則 （令和３年３月 31 日３林第 174 号） 

 この要領は、令和３年３月 31 日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

   附則 （令和４年１月 18 日４林第 21 号） 

 この要領は、令和４年１月 18 日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。 

   附則 （令和４年４月 19 日４林第 194 号） 

 この要領は、令和４年４月 19 日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。 

   附則 （令和５年６月 26 日５林第 371 号） 

 この要領は、令和５年６月 26 日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。 
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別表１ 

事業名及び事業種目 事業内容・補助対象経費 採択基準 

１ 間伐対策事業 

 （TPP型） 

 

（１）間伐材の生産 

・不用木の除去（侵入竹を含む） 

・不良木の淘汰（育成しようとする樹木の

一部を伐採することにより本数密度の調

整、残存木の生長促進等を図ることをい

う。） 

・支障木やあばれ木等の伐倒 

・造材、集材、搬出集積、積込 

・その他附帯施設整備（間伐材の生産と一

体的に実施する林内作業場、土場、資機

材置場、一時使用に供する作業路・集材

路の整備、作業上必要な灌木や枝葉の除

去等）の実施 

１ 事業実施主体は、間伐材の生産を行う全ての施行地（１

施行地に複数の事業実施箇所が含まれる場合は全ての箇

所）において間伐材の搬出を実施するものとし、知事が作

成する供給力・体質強化計画（以下「体質強化計画」とい

う。）の第 13 の別添様式６の５の原木供給先施設名に記

される木材加工流通施設へ間伐材を供給すること。 

 

２ 森林法（昭和 26 年法律第 69 号）第 11 条に規定する森

林経営計画対象森林（以下「森林経営計画対象森林」とい

う。）において、本事業を当該森林経営計画に基づき実施

する場合は、当該計画に基づき実施すること。ただし、森

林経営計画が作成されていない森林で実施しようとする

場合は、事業実施前又は事業実施後において当該森林を森

林経営計画の対象森林とするよう努めること。 

 

３ 原則、過去５年以内に国庫補助事業により除伐、保育間

伐、間伐及び更新伐（以下「間伐等」という。）を実施し

ていない森林で実施すること。 

 

４ １施行地（原則として、接続する区域とする。以下同じ。）

の面積は、0.1ha以上であること。 

 

  ５ 事業を実施する面積の過半から間伐材を搬出すること。 

 

６ 事業を実施する１施行地において 20 ㎥／ha 以上の間伐

材を搬出すること。なお、間伐材を搬出せずに、関連条件
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整備活動の資材等として林内で活用する場合は、当該間伐

材の材積は、搬出材積としては取り扱わない。 

 

７ 不良木の淘汰を実施する場合は育成しようとする樹木

の立木本数のおおむね20％以上を伐採して搬出すること。 

 

８ 市町村森林整備計画に定められた間伐の標準的な方法

に留意すること。また、森林経営計画で定める施業の方法

に即して実施すること。 

 

９ 本事業の完了年度の翌年度の４月１日から起算して５

年以内は転用又は全面伐採除去を行わないこと。 

 

（２）里山林の整備 ・不用木・被害木の除去（侵入竹を含む。） 

・不良木・被害木の淘汰（育成しようとす

る樹木の一部を伐採することにより本数

密度の調整、残存木の生長促進等を図る

ことをいう。） 

・支障木やあばれ木等の伐倒 

・造材、集材、搬出集積、積込 

・その他附帯施設整備（間伐材の生産と一

体的に実施する林内作業場、土場、資機

材置場、一時使用に供する作業路・集材

路の整備、作業上必要な灌木や枝葉の除

去等）の実施 

・松枯れ又はナラ枯れ被害地においては、

これらのほか、薬剤処理費、破砕費、地

拵え費、苗木代及び植付け費 

１ 事業実施主体は、間伐材の生産を行う全ての施行地（１

施行地に複数の事業実施箇所が含まれる場合は全ての箇

所）において間伐材の搬出を実施するものとし、知事が作

成する体質強化計画の第 14 の別添様式７又は第 15 の別

添様式８の第７の里山林の整備による原木供給先施設名

に記される施設へ間伐材を供給すること。 

 

２ 森林経営計画対象森林において、本事業を当該森林経営

計画に基づき実施する場合は、当該計画に基づき実施する

こと。 

 

３ 原則、過去５年以内に国庫補助事業により間伐等を実施

していない森林で実施すること。 

 

４ １施行地の面積は、0.1ha以上であること。 
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５ 事業を実施する面積の過半から間伐材を搬出すること。 

 

  ６ 事業を実施する１施行地において 20 ㎥／ha以上の間伐

材を搬出すること。なお、間伐材を搬出せずに、関連条件

整備活動の資材等として林内で活用する場合は、当該間伐

材の材積は、搬出材積としては取り扱わない。 

 

７ 不良木の淘汰を実施する場合は育成しようとする樹木

の立木本数のおおむね20％以上を伐採して搬出すること。 

 

８ 市町村森林整備計画に定められた間伐の標準的な方法

に留意すること。また、森林経営計画で定める施業の方法

に即して実施すること。 

 

９ 本事業の完了年度の翌年度の４月１日から起算して５

年以内は転用又は全面伐採除去を行わないこと。 

 

（３）関連条件整備活動 ・対象森林の調査及び森林所有者の同意取

付け 

・森林作業道の整備 

・野生鳥獣による森林被害防止、野生鳥獣

の移動の制御等を図るための鳥獣被害防

止施設等の整備、その他（造林地の保全

を目的とした下層植生の誘導、小規模で

簡易な排水工等）の実施 

１ 事業名及び事業種目欄の１の（１）又は（２）の間伐材

の生産と一体的に実施するものであること。 

 

２ 森林作業道の整備については、継続的に使用され、かつ、

京都府森林作業道作設指針（平成 23 年３月 31 日付け３林

152 号。以下「府作設指針」という。）の基準を満たすこ

と。 

 

３ 野生鳥獣の移動の制御等を図る目的で鳥獣被害防止施

設として防護柵を設置する場合は、簡易な工作物とし、保 
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護すべき施行地が小規模･分散している場合には､複数の施

行地を含む森林を対象とすることができる。 

 

（４）高性能林業機械等

の整備（素材生産型

又は造林保育型） 

 高性能林業機械等の導入 １ 体質強化計画に基づき実施する高性能林業機械等の整

備であること。 

 

２ 施設の規模、性能等は、受益範囲、利用計画等からみて

適切なものとすること。 

 

３ １事業費は、おおむね 500 万円以上であること。 

 

４ 素材生産型については、素材生産量又は素材生産性の目

標が、原則として京都府林業・木材産業構造改革プログラ

ムの目標数値の伸び率 1.30 以上であること。 

 

５ 造林保育型については、地拵え又は下刈りに要する ha

当たりの人工数の目標が、原則として知事が別に定める目

標数値以下であること又は目標数値の縮減率以上である

こと。 

 

６ 素材生産型については、事業実施主体は、地域の原木供

給対策のための協議会に参画若しくは参画している者と

連携して事業を実施しており、林野庁が作成する「木材製

品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」（平

成 18 年２月 15 日公表（以下「合法木材等ガイドライン」

という。））３により木材・木材製品の合法性、持続可能

性を証明する方法が確立されていること又は確立される

ことが確実であると認められること。 
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７ 素材生産型については、事業実施主体は、施業集約化等

に取り組み、年間 3,000 ㎥以上の素材生産量を達成若しく

は達成できることを計画していること。 

 

（５）コンテナ苗生産基

盤施設等の整備（コ

ンテナ苗生産基盤施

設等整備又は普通苗

生産基盤施設等整

備） 

 コンテナ苗生産基盤施設等の整備 １ 原木安定供給計画における苗木供給事業実施主体であ

り、原木安定供給計画参画事業実施主体に苗木の供給実績

又は供給の見込みがあることを知事が認めるものである

こと。 

 

２ 施設の規模、性能等は、受益範囲、利用計画等からみて

適切なものとすること。 

 

３ １事業費はおおむね 50 万円以上であること。 

 

４ 種子選別機の導入に当たっては、受益戸数は種子選別機

による選別種子利用者数とし、５戸以上であること。 

 

２ 間伐対策事業 

（林業・木材産業循環

成長対策型） 

（１）間伐材の生産 

 事業名及び事業種目欄１の（１）の間伐

材の生産の事業内容に準ずる。 

１ 路網整備に係る生産基盤強化区域の設定について（平成

30 年２月１日付け 29 林整整第 713 号林野庁長官通知）に

定める生産基盤強化区域（以下「生産基盤強化区域」とい

う。）又は効率的施業区域内において実施すること。 

 

２ 事業実施主体は、間伐材の生産を行う全ての施行地（１

施行地に複数の事業実施箇所が含まれる場合は全ての箇

所）において間伐材の搬出を実施すること。 

 

３ 森林経営計画対象森林において、本事業を当該森林経営
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計画に基づき実施する場合は、当該計画に基づき実施する

こと。ただし、森林経営計画が作成されていない森林で実

施しようとする場合は、事業実施前又は事業実施後におい

て当該森林を森林経営計画の対象森林とするよう努める

こと。 

 

４ 原則、過去５年以内に国庫補助事業により間伐等を実施

していない森林で実施すること。 

 

５ １施行地の面積は、0.1ha以上であること。 

 

６ 事業を実施する面積の過半から間伐材を搬出すること。 

 

７ 事業を実施する１施行地において 20 ㎥／ha 以上の間伐

材を搬出すること。なお、間伐材を搬出せずに、関連条件

整備活動の資材等として林内で活用する場合は、当該間伐

材の材積は、搬出材積としては取り扱わない。 

 

８ 不良木の淘汰を実施する場合は育成しようとする樹木

の立木本数のおおむね 20％以上を伐採すること。 

 

９ 市町村森林整備計画に定められた間伐の標準的な方法

に留意すること。また、森林経営計画対象森林に該当する

場合は、森林経営計画で定める施業の方法に即して実施す

ること。 

 

10 本事業の完了年度の翌年度の４月１日から起算して５

年以内は転用又は全面伐採除去を行わないこと。 
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（２）関連条件整備活動  事業名及び事業種目欄の１の（３）の関

連条件整備活動の事業内容に準ずる。 

１ 事業名及び事業種目欄の２の（１）の間伐材の生産と一

体的に実施するものであること。 

 

２ 森林作業道の整備及び鳥獣被害防止施設等の整備につ

いては、事業名及び事業種目欄の１の（３）の関連条件整備

活動の採択基準２及び３に準ずる。 

 

（３）林業機械作業シス

テム整備（素材生産

型又は造林保育型） 

 事業名及び事業種目欄の１の（４）の高

性能林業機械等の整備の事業内容に準ず

る。 

１ 事業名及び事業種目欄の１の（４）の高性能林業機械等

の整備の採択基準２及び４に準ずる。 

 

２ １事業費は、おおむね 500 万円以上であること。ただし、

造林保育型において、ヘッドのみを導入する場合及び林業

用資材運搬ドローンを導入する場合の１事業費は、おおむ

ね 100 万円以上であること。 

 

３ 造林保育型については、受益範囲において、地拵え若し

くは下刈りに要する ha 当たりの人工数の目標又は苗木運

搬に要する 1,000 本当たりの人工数の目標が、原則として

知事が別に定める目標数値以下であること又は目標数値

の縮減率以上であること。ただし、新たに造林事業を開始

する者で人工数の現状値がない場合は、知事が別に定める

目標数値の 1.2 倍（小数点以下第２位を四捨五入）を現状

値とする。 

 

４ 素材生産型については、事業実施主体は、合法木材等ガ

イドライン３により木材・木材製品の合法性、持続可能性

を証明する方法が確立されていること又は確立されるこ
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とが確実であると認められること。 

 

５ 素材生産型については、次のａ又はｂのいずれかの要件

を満たす者であって、施業集約化等による素材生産量、素

材生産性の増加に伴う高性能林業機械の導入であること。 

ａ 年間 3,000 ㎥以上の素材生産実績を有すること。 

ｂ 機械導入の翌年度までに 3,000 ㎥以上の素材生産量を

達成できること。 

 

６ 素材生産型については、協定等により出荷先が確保され

ていること。 

 

７ 造林保育型については、機械導入の翌年度までに次のａ

からｃに掲げる要件のすべてを満たすこと。 

ａ 地拵えについては、１ha の実施に要する人工数が「森

林環境保全整備事業における標準単価の設定等につい

て」（平成 23 年３月 31 日付け 22 林整整第 857 号林野

庁森林整備部整備課長通知。以下「森林環境保全整備事

業単価通知」という。）において定める地拵え（刈り払

い機）の作業工程の普通作業員及び特殊作業員の人工数

の和以下とすることを達成すること。 

ｂ 下刈りについては、１ha の実施に要する人工数が森

林環境保全整備事業単価通知において定める下刈り（全

刈り）の作業工程の普通作業員及び特殊作業員の人工数

の和以下とすることを達成すること。 

ｃ 苗木運搬については、1,000 本運搬するのに要する人

工数が森林環境保全整備事業単価通知において定める

苗木運搬の作業工程の普通作業員の人工数以下とする
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ことを達成すること。 

 

８ 事業実施主体は、作業安全対策に知見のある労働安全コ

ンサルタント等の専門家の診断を事業完了の翌年度末ま

でに受けること。なお、既に労働安全コンサルタント等の

専門家の診断を受けている場合にあっては、この限りでは

ない。 

 

（４）コンテナ苗生産基

盤施設等の整備（コ

ンテナ苗生産基盤施

設等、コンテナ苗幼

苗生産高度化施設等

又は普通苗生産基盤

施設等） 

 コンテナ苗生産基盤施設等の整備 １ コンテナ苗生産基盤施設等については、事業実施主体ご

との当該コンテナ苗生産基盤施設等の整備にかかる事業

計画期間内におけるコンテナ苗生産目標量が年間１万本

以上であること。ただし、認定特定増殖事業者等において

は、当該事業計画期間における最終年の次の年から起算し

て５年以内に年間１万本以上に達する計画とすることが

できる。 

 

２ コンテナ苗幼苗生産高度化施設等については、整備によ

って、選別種子又は幼苗の生産量のうちおおむね 50％以

上を他のコンテナ苗生産事業者に配布すること。 

 

３ 普通苗生産基盤施設等については、次に掲げるａ及び b

を満たすこと。 

ａ 普通苗の安定的生産を確保するために必要な干害に

備えたかん水施設等の整備であること。 

ｂ 生産における事業実施主体ごとの当該普通苗生産基

盤施設等の整備にかかる事業計画期間内における普通 
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  苗生産目標量が現状値以上であること。 

 

４ 施設の規模、性能等は、受益範囲、利用計画等からみて

適切なものとすること。 

 

５ １事業費は、おおむね 50 万円以上であること。 

 

６ 種子選別機の導入に当たっては、受益戸数は種子選別機

による選別種子利用者数とし、５戸以上であること。 

 

３ 路網整備 

（１）林業専用道（規格相

当）の整備 

・作設 

・補強 

・点検診断 

・調査設計 

・現場技術業務委託費 

・その他 

１ 生産基盤強化区域又は効率的施業区域に全部又は一部

が含まれる路線において行われるものであり、かつ、選定

経営体による間伐等が計画されていること。ただし、点検

診断においては、当該生産基盤強化区域内の林業生産基盤

整備道等を通過し、木材の輸送経路となっている生産基盤

強化区域及び効率的施業区域外の林道施設も対象とする。 

 

２ 継続的に使用され、かつ、京都府林業専用道作設指針（平

成 23 年３月 31 日付け３森第 252 号。）の基準を満たすこ

と。 

 

３ 原則として、本体工事については外部に発注すること。 

 

（２）森林作業道の整備 ・作設 

・補強 

・その他 

１ 事業名及び事業種目欄の３の（１）の林業専用道（規格

相当）の整備の採択基準１に準ずる。 

 

  ２ 間伐等を実施する箇所までの到達路網を作設するもの
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であること。 

 

３ 継続的に使用され、かつ、府作設指針の基準を満たすこ

と。 

 

（３）関連条件整備活動 ・対象森林の調査 

・森林所有者の同意取付け 

・その他 

１ 事業名及び事業種目欄の３の（１）の林業専用道（規格

相当）の整備又は（２）の森林作業道の整備と一体的に実

施するものであること。 

 

４ 効率化施設整備 

（１）効率化作業基地整

備 

（２）林業生産施設装置 

 

 効率的な作業の実施による生産性の向上

を図るために必要な施設の整備 

１ 事業名及び事業種目欄の１の（４）の高性能林業機械等

の整備の採択基準２、３及び４に準ずる。 

５ 低コスト再造林対策 ・主伐との一貫作業による人工造林 

・大苗エリートツリー等を活用した低密度

植栽、ドローンによる苗木運搬を導入し

た造林、早生樹造林、その他知事が妥当

と認めた効率化・低コスト化に資する技

術を導入した人工造林 

・下刈り 

１ 従来の造林に比べ、効率化・低コスト化が図られると期

待される技術を導入するものであること。なお、事業の実

施に当たっては、幅広い取組を実施するよう配慮するこ

と。 

 

２ 一貫作業システムを実施するに当たっては、集材と植栽

の両方を実施した場合のみ支援対象とし、原則、集材と植

栽の実施年度が同年度であること。 

 

３ １施行地の面積は、0.1ha以上であること。 

 

４ 補植、保育等成林に必要な保育管理その他知事が必要と

認める事項を遵守すること。 
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５ 一貫作業システムを実施するに当たっては、主伐時の集

材と人工造林の事業実施主体が異なる場合も対象とし、そ

の場合の交付申請について、各事業を行う事業実施主体の

合意を得て委任により一方の事業を行う事業実施主体が

行うことも可能とする。 

 

  ６ 野生鳥獣の移動の制御等を図る目的で鳥獣被害防止施

設として防護柵を設置する場合は、簡易な工作物とし、保

護すべき施行地が小規模･分散している場合には､複数の

施行地を含む森林を対象とすることができる。 

 

７ 本事業の完了年度の翌年度の４月１日から起算して５

年以内は転用又は全面伐採除去を行わないこと。 
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別表２ 

事業名および事業種目 補助金の算出 

１ 間伐対策事業（TPP 型） 

（１）間伐材の生産 

（２）里山林の整備 

（３）関連条件整備活動 

 事業種目毎に次に掲げる額又は事業の実施に要した経費の額のいずれか低い額をもって補助

金の額とする。 

 

１ 間伐材の生産及び里山林の整備 

 定額単価（知事が別に定める標準単価の２分の１の額とする。）に間接費相当額を加え事業

実施面積を乗じた額 

 

２ 関連条件整備活動 

（１）対象森林の調査及び森林所有者の同意取付け 

 定額単価に事業実施面積を乗じた金額 

（２）森林作業道整備 

 定額単価に開設延長（単位未満切捨）を乗じた金額 

（３）鳥獣被害防止施設整備 

 定額単価に事業実施面積を乗じた金額 

 

３ 定額単価に加える間接費について 

 １に加える間接費相当額の算定については、現場監督費及び社会保険料等とし、その内容と

加算額は、森林環境保全整備事業における標準単価の設定等について（平成 23 年３月 31 日 22

林整整第 857 号林野庁森林整備部整備課長通知）のとおりとする。 

 

（４）高性能林業機械等の整備（素

材生産型又は造林保育型） 

 素材生産型については、機械購入費について、素材生産量（事業名及び事業種目欄の１の（１）

の事業を実施する年度を始期とする３年間の年平均計画）1,000 ㎥当たり 200 万円（原動機とし

て、内燃機関と電動機を備えたハイブリッド油圧ショベルをベースマシンとする機械を整備する

場合は、240 万円）とし、購入価格の２分の１（林業用四輪駆動ダンプトラックについては４分

の１）を上限とする。 
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 造林保育型については、機械購入費について、購入価格の２分の１を上限とする。 

 

（５）コンテナ苗生産基盤施設等

の整備（コンテナ苗生産基盤

施設等整備又は普通苗生産基

盤施設等整備） 

 

 コンテナ苗生産基盤施設等については、事業の完了翌年度から起算して５年目のコンテナ苗生

産量の増加量１千本につき 20 万円を事業費の上限とする。 

２ 間伐対策事業（林業・木材産

業循環成長対策型） 

（１）間伐材の生産 

（２）関連条件整備活動 

 

 事業名及び事業種目欄の１の（１）及び（２）に準ずる。 

 

 

（３）コンテナ苗生産基盤施設等

の整備（コンテナ苗生産基盤

施設等、コンテナ苗幼苗生産

高度化施設等又は普通苗生産

基盤施設等） 

 

 コンテナ苗生産基盤施設等については、コンテナ苗の年間生産量の増加量１千本につき 20 万

円を事業費の上限とする。 

 コンテナ苗幼苗生産高度化施設等については、選別種子又は幼苗の年間生産量の増加量をコン

テナ苗生産量に換算して１千本分につき 20 万円を事業費の上限とする。 

３ 路網整備 

（１）林道専用道整備 

（２）森林作業道整備 

（３）関連条件整備活動 

 次に掲げる額又は事業の実施に要した経費の額のいずれか低い額をもって補助金の額とする。 

 

１ 林業専用道整備 

 定額単価に開設延長（単位未満切捨）を乗じた金額 

 

２ 森林作業道整備 

 定額単価に開設延長（単位未満切捨）を乗じた金額 

 

３ 関連条件整備活動 



19 

 

 事業名及び事業種目欄の１の（２）に準ずる。 

 

４ 低コスト再造林対策 

（１）低コスト造林の支援 

（２）機械器具の整備 

（３）関連条件整備活動 

１ 低コスト造林の支援 

（１）一貫作業システム 

 主伐との一貫作業による人工造林については、定額単価（知事が別に定める標準単価の３分

の２（事業費が 1,276 千円/ha以下となった場合）又は２分の１（事業費が 1,276 千円/haを超

えた場合）の額とする。）に間接費相当額を加え事業実施面積を乗じた額又は事業の実施に要

した経費の額のいずれか低い額をもって補助金の額とする。 

（２）低コスト造林 

 大苗・エリートツリー等を活用した低密度植栽、ドローンによる苗木運搬を導入した造林、

早生樹造林等の効率化・低コスト化に資する技術を導入した人工造林については、定額単価（知

事が別に定める標準単価の３分の２（事業費が 867 千円/ha 以下となった場合）又は２分の１

（事業費が 867 千円/ha を超えた場合）の額とする。）に間接費相当額を加え事業実施面積を

乗じた額又は事業の実施に要した経費の額のいずれか低い額をもって補助金の額とする。 

（３）下刈り 

 ２齢級以下の林分で行う３回までの下刈りについては、定額単価（知事が別に定める標準単

価の３分の２の額とする。）に間接費相当額を加え事業実施面積を乗じた額又は事業の実施に

要した経費の額のいずれか低い額をもって補助金の額とする。 

 

工種 標準単価

上限 

(A) 

条件 国費充当

率(B) 

定額の単価

上限 

(A)×(B) 

一貫作業

システム 

1,276 千

円/ha 

事業費が 1,601千円/haより 20%以上削減さ

れ、1,276千円/ha以下となった場合 

２／３ 850千円/ha 
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  上記の達成が困難な場合 １／２ 638千円/ha 

低コスト

造林 

 

867 千円

/ha 

事業費が 1,097千円/haより 20%以上削減さ

れ、867千円/ha以下となった場合 

２／３ 578千円/ha 

 

  上記の達成が困難な場合 １／２ 433千円/ha 

下刈り 176 千円

/ha 

同一施行地における３回までの下刈り ２／３ 117千円/ha 

※間接費相当額及び消費税等相当額を除いた金額で表示。 

 

２ 機械器具の整備 

 １の実施に必要な機械器具のうち、次の機械器具の購入又は賃借、それらの運送等にかかる

経費に３分の２（１において定額単価が標準単価の３分の２となった場合、666 千円を上限と

する。）又は２分の１（１において定額単価が標準単価の２分の１となった場合、500 千円を

上限とする。）を乗じた額を補助金の額とする。 

（１）苗木運搬用ドローンや架線(滑車等の附属機械器具含む。) 

（２）植栽に要するディブルや電動植穴機 

（３）下刈りに要する機械器具（刈払機を除く。） 

（４）施行地管理用のドローン（ソフトウェア等の附属機械器具含む。） 

（５）その他、造林の低コスト化に必要と知事が認める機械器具 

 

 ３ 関連条件整備活動 

 定額単価（知事が別に定める標準単価の３分の２（１において定額単価が標準単価の３分の
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２となった場合）又は２分の１（１において定額単価が標準単価の２分の１となった場合）の

額とする。）に間接費相当額を加え事業実施面積（（３）のみ開設延長（単位未満切捨））を

乗じた額又は事業の実施に要した経費の額のいずれか低い額をもって補助金の額とする。 

（１）対象森林の調査及び森林所有者の同意取付け 

（２）長期受委託や基金造成等に要する経費 

（３）森林作業道の整備 

（４）鳥獣被害防止施設等の整備 

 

工種 標準単価上限 

(A) 

国費充当率(B)※ 定額単価上限 

(A)×(B) 

（１）及び（２） ３万７千円/ha ２／３ ２万４千６百円/ha 

１／２ １万８千５百円/ha 

（３） ４千円/ｍ ２／３ ２千６百円/ｍ 

１／２ ２千円/ｍ 

（４） 上限なし ２／３ 標準単価の２／３ 

１／２ 標準単価の１／２ 

※(B)の国費充当率については１による。 

 

４ 定額単価に加える間接費について 

 １に加える間接費相当額の算定については、現場監督費及び社会保険料等とし、その内容と

加算額は、森林環境保全整備事業における標準単価の設定等について（平成 23 年３月 31 日 22

林整整第 857 号林野庁森林整備部整備課長通知）のとおりとする。 
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別記 第１号様式（第４関係） 

番   号 

年 月 日 

 

京都府知事         様 

 

 

申請者 氏名 

 

 

 

           年度林業成長産業化促進対策事業年度別事業実施計画書の 

        提出について（提出） 

 

 

 

 林業成長産業化促進対策事業実施要領第４の規定により、別紙のとおり提出します。 

 

 

 

（注） 

１ 事業実施箇所が分かる位置図を別途添付すること。 

２ 高性能林業機械等の整備、林業機械作業システム整備及び効率化施設整備につ

いては、林業成長産業化促進対策事業実施要領の運用に定める計画書、費用対効

果分析計算書及びその他参考資料（事業実施主体が条件を満たしていることが明

確に分かる資料等）を別途添付すること。 
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別紙 

    年度林業成長産業化促進対策事業年度事業計画（事業名           ） 

事業実施主体名 事業種目 事業実施個所 

本年度事業実施計画 

事業量 

ha・m・台 

事業費 

円 

補助金額 

円 

負担金 

円 

事業期間 

着手 竣工 

         

計         
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第２号様式（第８関係） 

番   号 

年 月 日 

 

 

京都府知事        様 

 

申請者 氏名 

 

   年度林業成長産業化促進対策事業早期着手届 

 

 下記の事業について、別記条件を承諾の上早期に着手したいので、林業成長産業化促

進対策事業実施要領第８の規定により届け出ます。 

 

記 

 

１ 事 業 名 

 

２ 事業主体 

 

３ 実施箇所 

 

４ 実施内容 

 (1) 事業量 

 (2) 事業費 

 

５ 着手予定年月日               年  月  日 

 

６ 完了予定年月日               年  月  日 

 

７ 早期の着手が必要な理由 

 

別記条件 

１ 本事業については、着手から補助金交付指令を受けるまでの間において、計画

変更を行わないこと。 

２ 補助金交付指令を受けるまでの間において天災地変等の事由によって、実施し

た事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業主体が負担するものとする。 

３ 補助金交付指令を受けた補助金が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない

場合においても異議がないこと。  


